
第３期中期目標・中期計画(案)の新旧対照表 
中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容 

独立行政法人勤労者退職金共済機構中期目標（第２

期） 

 

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第29

条第1項の規定に基づき、独立行政法人勤労者退職金

共済機構が達成すべき業務運営に関する目標を次の

とおり定める。 

 

 

 

 

平成20年 2月29日 

厚生労働大臣 舛添 要一 

 

 

第１ 中期目標の期間 

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）

第29条第２項第１号の中期目標の期間は、平成20

年４月から平成25年３月までの５年とする。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

通則法第29条第２項第２号の業務運営の効率

化に関する事項は、次のとおりとする。 

 

１ 効率的な業務実施体制の確立 

独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「機

構」という。）の業務運営については、各退職金

共済事業が統合されたメリットを最大限に発揮

して、効率化を図る観点から、「業務・システム

最適化計画」の実施に併せ、資産運用業務及びシ

ステム管理業務の一元化を確実に行うこと。ま

た、機構の事務については、外部委託を拡大する

等により、事務処理の効率化や人員及び経費の縮

減を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人勤労者退職金共済機構中期目標（第３

期） 

 

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第29

条第1項の規定に基づき、独立行政法人勤労者退職金

共済機構が達成すべき業務運営に関する目標を次の

とおり定める。 

 

 

 

 

平成25年○月○日 

厚生労働大臣 田村 憲久

 

 

第１ 中期目標の期間 

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）

第29条第２項第１号の中期目標の期間は、平成25

年４月から平成30年３月までの５年間とする。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

通則法第29条第２項第２号の業務運営の効率

化に関する事項は、次のとおりとする。 

 

１ 効率的な業務実施体制の確立等 

独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「機

構」という。）の業務運営については、各種業務

の電子化、機械処理の推進により業務を効率化す

ること。また、機構の事務については、外部委託

を拡大する等により、事務処理の効率化や経費の

縮減を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人勤労者退職金共済機構中期計画（第２

期） 

 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第

29 条第１項の規定に基づき、平成 20 年２月 29 日付

けをもって厚生労働大臣から指示を受けた独立行政

法人勤労者退職金共済機構中期目標（第２期）を達

成するため、同法第 30 条の定めるところにより、独

立行政法人勤労者退職金共済機構中期計画（第２期）

を次のとおり定める。 

 

平成 20 年２月 29 日 

独立行政法人勤労者退職金共済機構

理事長 樋爪 龍太郎

 

 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 

 

１ 効率的な業務実施体制の確立 

独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「機

構」という。）が当面する課題に積極的に対処し、

効率的に業務を推進するため、「業務・システム

最適化計画」の実施に併せ、資産運用業務及びシ

ステム管理業務の一元化を確実に行う。 

また、 

① 各退職金共済事業に共通する加入受付業

務、退職金給付業務等の業務・システム最適

化計画をも踏まえた業務手順等の共通化、帳

票類の統一化、 

② 平成２３年度末までの時限措置である適格

退職年金からの移行業務の担当組織の廃止

等、加入促進業務に係る組織の再編、 

③ 建設業退職金共済（以下「建退共」という。）

事業に係る特別事業については、事業規模が

相当程度小さくなっている一方で、単独で資

産運用を行っており、また、独立の組織・人

員により業務を運営しているが、資産運用業

務については、特別事業も含めて執行体制の

統一により、資産の管理業務のみ残ることに

なるため、組織・人員を縮小、 

④ 各退職金共済事業の電話応対業務の一元化

の検討、 

独立行政法人勤労者退職金共済機構中期計画（第３

期） 

 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第

29 条第１項の規定に基づき、平成 25 年○月○日付

けをもって厚生労働大臣から指示を受けた独立行政

法人勤労者退職金共済機構中期目標（第３期）を達

成するため、同法第 30 条の定めるところにより、独

立行政法人勤労者退職金共済機構中期計画（第３期）

を次のとおり定める。 

 

平成 25 年○月○日 

独立行政法人勤労者退職金共済機構

理事長 額賀 信

 

 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 

 

１ 効率的な業務実施体制の確立等 

独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「機

構」という。）として、以下の取組を行うことに

より、業務実施体制の効率化や経費の縮減を図

る。 

① 退職金共済事業において、各種業務の電子

化、機械処理の推進により、業務を効率化す

る。 

② 業務処理方法の見直しや外部委託の拡大

について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人の中期目標期間

終了時における組織・業務全

般の見直し内容について（平

成25年1月28日付け厚生労働

省発総0128第1号。以下「見直

し内容」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第２ 業務全般に関する見直

し 

４ 退職金共済事業におい

て、各種業務の電子化、機械

処理の推進により、業務を効

率化するとともに、情報セキ

ュリティの強化等、安全性及

び確実性を向上させるものと

する。 
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２ 内部統制の強化 

各退職金共済事業、財産形成促進事業及び雇

用促進融資事業を適切に運営し、退職金を確実に

支給するための取組、財形持家融資の適切な貸付

及び回収並びに雇用促進融資の適切な回収のた

めの取組を促進するため、職員の意識改革を図る

とともに、内部統制について、会計監査人等の助

言を得つつ、向上を図るものとし、講じた措置に

ついて積極的に公表すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 業務運営の効率化に伴う経費節減 

（１）一般管理費及び退職金共済事業経費 

運営費交付金を充当する、一般管理費（退

職手当は除く。）及び退職金共済事業経費に

ついては、効率的な利用に努め、中期目標の

最終年度までに、平成19年度予算額に比べて

18％以上の削減を行うこと。旧雇用・能力開

発機構から移管される業務に係る経費のう

ち、運営費交付金を充当する一般管理費（退

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 内部統制の強化 

各退職金共済事業、財産形成促進事業及び雇

用促進融資事業を適切に運営し、退職金を確実に

支給するための取組、財形持家融資の適切な貸付

及び回収並びに雇用促進融資の適切な回収のた

めの取組を促進するため、「独立行政法人におけ

る内部統制と評価について」（平成22年３月独立

行政法人における内部統制と評価に関する研究

会報告書）及び総務省政策評価・独立行政法人評

価委員会からの業務の実績に関する評価の結果

等の意見を踏まえ、職員の意識改革を図り、法令

遵守態勢を徹底するとともに、内部統制につい

て、会計監査人等の助言を得つつ、更に充実・強

化を図るものとし、講じた措置について積極的に

公表すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 情報セキュリティ対策の推進 

  政府の方針を踏まえ、適切な情報セキュリテ

ィ対策を推進すること。 

 

４ 業務運営の効率化に伴う経費節減 

（１）一般管理費及び業務経費 

業務運営の効率化に努め、中期目標期間の

最終年度までに、特定業種退職金共済事業に

おける被共済者管理システムの改修や勤労者

財産形成促進システムの再構築等の新規業務

追加分を除き、一般管理費（人件費を除く。）

については、平成24年度予算額に比べて15％

以上、業務経費（財産形成促進事業及び雇用

⑤ 退職金共済事業及び財産形成促進事業の広

報業務の連携、 

などにより、業務実施体制の効率化や人員及び

経費の縮減を図る。 

さらに、業務・システム最適化計画を踏まえ、

契約締結及び退職金支給に係る書類の審査業

務等について電子化、機械処理を拡大するとと

もに、業務処理方法を見直すことにより外部委

託を拡大し、事務処理の効率化を図る。 

 

２ 中期計画の定期的な進行管理 

業務の遂行状況を管理するための内部の会議

を少なくとも四半期に１回開催し、業務の進捗

状況の把握を行うとともに、機構として一体的

な業務運営を行い、必要な措置を講ずる。 

 

３ 内部統制の強化 

各退職金共済事業、財産形成促進事業及び雇

用促進融資事業を適切に運営し、退職金を確実

に支給するための取組、財形持家融資の適切な

貸付及び回収並びに雇用促進融資の適切な回収

のための取組を促進するため、職員の意識改革

を図るとともに、内部統制について、例えば、

第１の２の「中期計画の定期的な進行管理」、４

の（３）の「随意契約の見直しについて」、第２

の１の「確実な退職金支給のための取組」を着

実に実施する等、会計監査人等の助言を得つつ、

向上を図るものとし、講じた措置について積極

的に公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務運営の効率化に伴う経費節減 

（１）一般管理費及び退職金共済事業経費 

運営費交付金を充当する、一般管理費（退

職手当は除く。）及び退職金共済事業経費につ

いては、効率的な利用に努め、中期目標の最

終年度までに、平成１９年度予算額に比べて

１８％以上の削減を行う。旧雇用・能力開発

機構から移管される業務に係る経費のうち、

運営費交付金を充当する一般管理費（退職手

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 中期計画の定期的な進行管理 

業務の遂行状況を管理するための内部の会議

を少なくとも四半期に１回開催し、業務の進捗

状況の把握を行うとともに、機構として一体的

な業務運営を行い、必要な措置を講ずる。 

 

３ 内部統制の強化 

各退職金共済事業、財産形成促進事業及び雇

用促進融資事業を適切に運営し、退職金を確実

に支給するための取組、財形持家融資の適切な

貸付及び回収並びに雇用促進融資の適切な回収

のための取組を促進するため、「独立行政法人に

おける内部統制と評価について」（平成 22 年３

月独立行政法人における内部統制と評価に関す

る研究会報告書）及び総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会からの業務の実績に関する評

価の結果等についての意見を参考にしつつ、職

員の意識改革を図るとともに、内部統制につい

て、例えば、第１の２の「中期計画の定期的な

進行管理」、４の（３）の「契約の適正化の推進」、

第２のⅠの１の「確実な退職金支給のための取

組」を着実に実施する等、会計監査人等の助言

を得つつ、向上を図るものとし、講じた措置に

ついて積極的に公表する。 

また、コンプライアンス推進委員会を開催し、

機構におけるコンプライアンスの推進に努める

とともに、講じた措置について公表する。 

 

４ 情報セキュリティ対策の推進 

  政府の方針を踏まえ、適切な情報セキュリテ

ィ対策を推進する。 

 

５ 業務運営の効率化に伴う経費節減 

（１）一般管理費及び業務経費 

業務運営の効率化に努め、中期目標期間の

最終年度までに、特定業種退職金共済事業に

おける被共済者管理システムの改修や勤労者

財産形成システムの再構築等の新規業務追加

分を除き、一般管理費（人件費を除く。）につ

いては、平成 24 年度予算額に比べて 15％以

上、業務経費（財産形成促進事業及び雇用促

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第２ 業務全般に関する見直

し 

１ 内部統制については、更

に充実・強化を図るものとす

る。（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第２ 業務全般に関する見直

し 

５ 業務運営の効率化等によ

り、更なる経費の節減を行う

ものとする。 
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職手当を除く。）については、効率的な利用

に努め、平成23年度予算額（移管される業務

に係る経費と移管される業務に係る旧雇用・

能力開発機構経費との合計額）と比較し、人

件費で１％程度、人件費以外の一般管理費で

８％程度の額を削減すること。 

 

（２）人件費 

総人件費については、「簡素で効率的な政

府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（平成１８年法律第４７号）等に基づ

き、役職員に係る人件費の総額について、平

成１８年度以降の５年間で、平成１７年度を

基準とする削減を引き続き着実に実施するこ

と。さらに、「経済財政運営と構造改革に関

する基本方針２００６」（平成１８年７月７

日閣議決定）を踏まえ、人件費改革を平成２

３年度まで継続すること。 

また、機構の給与水準について、以下のよ

うな観点からの検証を行い、これを維持する

合理的な理由がない場合には、必要な措置を

講ずることにより、給与水準の適正化にすみ

やかに取り組むとともに、その検証結果や取

組状況については公表するものとすること。 

① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考

慮してもなお国家公務員の給与水準を上回

っていないか。 

② 事務所の所在地における地域手当が高い

など、給与水準が高い原因について、是正

の余地はないか。 

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の

存在、類似の業務を行っている民間事業者

の給与水準等に照らし、現状の給与水準が

適切かどうか十分な説明ができるか。 

④ その他、給与水準についての説明が十分

に国民の理解を得られるものとなっている

か。 

 

（３）随意契約の見直しについて 

契約については、原則として一般競争入札

等によるものとし、以下の取組により、随意

契約の適正化を推進すること。 

 

 

① 「随意契約見直し計画」に基づく取組を

着実に実施するとともに、その取組状況を

公表すること。 

 

② 一般競争入札等により契約を行う場合で

あっても、特に、企画競争や公募を行う場

合には、競争性、透明性が十分確保される

促進融資事業に係る貸付金、償還金及び支払

利息を除く。）については、平成24年度予算

額に比べて５％以上の削減を行うこと。 

   

 

 

 

（２）人件費 

総人件費（退職金及び福利厚生費（法定福

利費及び法定外福利費）並びに人事院勧告等

を踏まえた給与改定部分を除く。）について

は、政府における総人件費削減の取組を踏ま

え、厳しく見直すものとすること。 

 

 

 

 

 

また、機構の給与水準については、国家公

務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役

職員給与の在り方について厳しく検証した上

で、目標水準・目標期間を設定して、その適

正化に計画的に取り組むとともに、その検証

結果や取組状況を公表すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）契約の適正化の推進 

契約については、原則として一般競争入札

等によるものとし、以下の取組により、契約

の適正化を推進すること。 

① 「随意契約等見直し計画」に基づく見直

し後においても、締結された契約について

の改善状況をフォローアップし、毎年公表

すること。 

② 一般競争入札等により契約を行う場合で

あっても、特に、企画競争や公募を行う場

合には、競争性、透明性が十分確保される

方法により実施すること。 

 

当を除く。）については、効率的な利用に努め、

平成２３年度予算額（移管される業務に係る

経費と移管される業務に係る旧雇用・能力開

発機構経費との合計額）と比較し、人件費で

１％程度、人件費以外の一般管理費で８％程

度の額を削減する。 

 

（２）人件費 

簡素で効率的な政府を実現するための行政

改革の推進に関する法律（平成１８年法律第

４７号）等に基づく平成１８年度からの５年

間で５％以上を基本とする削減について、引

き続き着実に実施するとともに、「経済財政運

営と構造改革に関する基本方針２００６」（平

成１８年７月７日閣議決定）に基づき、人件

費改革の取組を平成２３年度まで継続する。

 

 

さらに、機構の給与水準について、以下の

ような観点からの検証を行い、その検証結果

や取組状況について公表するものとする。 

 

 

 

① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考

慮してもなお国家公務員の給与水準を上回

っていないか。 

② 事務所の所在地における地域手当が高い

など、給与水準が高い原因について、是正

の余地はないか。 

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の

存在、類似の業務を行っている民間事業者

の給与水準等に照らし、現状の給与水準が

適切かどうか十分な説明ができるか。 

④ その他、給与水準についての説明が十分

に国民の理解を得られるものとなっている

か。 

 

（３）随意契約の見直しについて 

契約については、原則として一般競争入札

等によるものとし、以下の取組により、随意

契約の適正化を推進する。 

 

 

① 機構が策定した「随意契約見直し計画」

に基づく取組を着実に実施するとともに、

その取組状況を公表する。 

 

② 一般競争入札等により契約を行う場合で

あっても、特に、企画競争や公募を行う場

合には、競争性、透明性が十分確保される

進融資事業に係る貸付金、償還金及び支払利

息を除く。）については、平成 24 年度予算額

に比べて５％以上の削減を行う。 

 
 
 
 

（２）人件費 

総人件費（退職金及び福利厚生費（法定福

利費及び法定外福利費）並びに人事院勧告等

を踏まえた給与改定部分を除く。）について

は、政府における総人件費削減の取組を踏ま

え、厳しく見直すものとする。 

 

 

 

 

 

また、機構の給与水準について、以下のよ

うな観点からの検証を行い、その検証結果や

取組状況について公表するものとする。 

 

 

 

① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考

慮してもなお国家公務員の給与水準を上回

っていないか。 

② 事務所の所在地における地域手当が高い

など、給与水準が高い原因について、是正

の余地はないか。 

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の

存在、類似の業務を行っている民間事業者

の給与水準等に照らし、現状の給与水準が

適切かどうか十分な説明ができるか。 

④ その他、給与水準についての説明が十分

に国民の理解を得られるものとなっている

か。 

 

（３）契約の適正化の推進 

契約については、原則として一般競争入札

等によるものとし、以下の取組により、契約

の適正化を推進する。 

 

 

① 「随意契約等見直し計画」に基づく見直

し後においても、締結された契約について

の改善状況をフォローアップし、毎年公表

する。 

② 一般競争入札等であっても一者応札・応

募となった契約については、実質的な競争

性が確保されるよう、入札方法や仕様書等
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方法により実施すること。 

 

③ 監事及び会計監査人による監査におい

て、入札・契約の適正な実施について徹底

的なチェックを受けること。 

 

 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する事項 

通則法第29条第２項第３号の国民に対して提

供するサービスその他の業務の質の向上に関

する事項は、次のとおりとする。 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

１ 確実な退職金支給のための取組 

機構は、現在行っている業務について、共

済契約者及び被共済者（以下「加入者」とい

う。）の視点に立ち、以下のサービス向上を

行うこと。また、毎年度、進捗状況の厳格な

評価及び成果の検証を行い、取組の見直しを

行うこと。 

 

（１）一般の中小企業退職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 今後の確実な支給に向けた取組 

未請求退職金の発生防止の観点から、 

・ 加入時に、被共済者に対し、加入し

たことを通知すること 

 

 

 

・ 退職後、一定期間退職金が未請求で

ある者に対し、請求を促すこと等の取

組を積極的に行うことにより、請求権

が発生した年度における退職者数に対

する当該年度から２年経過後の未請求

者数の比率を中期目標期間の最終年度

（平成24年度）までに、１％程度とす

ること。 

 

 

 

③ 監事及び会計監査人による監査におい

て、入札・契約の適正な実施について徹底

的なチェックを受けるとともに、監事及び

外部有識者から構成する「契約監視委員会」

において、契約の点検・見直しを行うこと。

 

 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する事項 

通則法第29条第２項第３号の国民に対して提

供するサービスその他の業務の質の向上に関す

る事項は、次のとおりとする。 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

１ 確実な退職金支給のための取組 

機構は、現在行っている業務について、共

済契約者及び被共済者（以下「加入者」とい

う。）の視点に立ち、以下のサービス向上を

行うこと。また、毎年度、進捗状況の厳格な

評価及び成果の検証を行い、取組の見直しを

行うこと。 

 

（１）一般の中小企業退職金共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 今後の確実な支給に向けた取組 

未請求退職金の発生防止の観点から、

・ 加入時に、被共済者に対し、加入し

たことを通知すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「被共済者退職届」により退職時に

おける被共済者の住所把握を徹底する

こと  

 

・ 「被共済者退職届」により把握した

方法により実施する。 

 

③ 監事及び会計監査人による監査におい

て、入札・契約の適正な実施について徹底

的なチェックを受ける。 

 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する目標を達成するためとるべき

措置 

 

 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

１ 確実な退職金支給のための取組 

 

 

 

 

 

 

 

（１）一般の中小企業退職金共済事業における

退職金未請求者に対する取組 

厚生労働省の協力を得つつ、以下の取組

を着実に実施することにより、請求権が発

生した年度における退職者数に対する、当

該年度から２年経過後の未請求者数の比率

を最終的に１％程度とすることを目標と

し、中期目標期間の最終年度（平成２４年

度）においてもその達成を図る。 

 

イ 新たな未請求退職金の発生を防止する

ための対策 

従業員に対して、一般の中小企業退職金

共済（以下「中退共」という。）事業に加

入していることの認識を深めること及び

未請求者に請求を促すため、以下の取組を

行う。 

ⅰ）加入時に事業主を通じて、中退共事

業に加入したことを被共済者宛に通知

する。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）退職後３か月経過しても未請求者の

の見直しを行い、コストの削減や透明性の

確保を図る。 

③ 監事及び会計監査人による監査におい

て、入札・契約の適正な実施について徹底

的なチェックを受けるとともに、監事及び

外部有識者から構成する契約監視委員会に

おいて、契約の点検・見直しを行う。 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する目標を達成するためとるべき

措置 

 

 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

１ 確実な退職金支給のための取組 

 

 

 

 

 

 

 

（１）一般の中小企業退職金共済事業における

退職金未請求者に対する取組 

厚生労働省の協力を得つつ、以下の取組

を着実に実施することにより、請求権が発

生した年度における退職者数に対する、当

該年度から２年経過後の未請求者数の比率

を最終的に１％程度とすることを目標と

し、中期目標期間の最終年度（平成 29 年度）

においてもその達成を図る。 

 

イ 新たな未請求退職金の発生を防止する

ための対策 

従業員に対して、一般の中小企業退職金

共済（以下「中退共」という。）事業に加

入していることの認識を深めること及び

未請求者に請求を促すため、以下の取組を

行う。 

ⅰ）加入時に事業主を通じて、中退共事

業に加入したことを被共済者宛に通知

する。 

ⅱ）毎年１回事業主を通じて、「加入状

況のお知らせ」を被共済者宛に通知す

る。 

ⅲ）被共済者の退職時に事業主が提出す

る「被共済者退職届」への被共済者の

住所記入を徹底し、退職時の被共済者

の住所情報を把握する。 

ⅳ）退職後３か月経過しても未請求とな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第１ 事務及び事業の見直し

１退職金共済事業 

⑴ 確実な退職金支給のため

の取組 

（前略）現在取り組んでいる

請求促進のための周知広報や

住所把握に一層努めるととも

に、中退共については、新た

な未請求退職金の発生防止対

策に重点的に以下の取組等を

実施するものとする。 

（ア） 中退共 

① 「被共済者退職届」によ

る被共済者の退職時の住所

把握の徹底 

② ①による住所情報を活

用し、退職後３か月及びその

後一定期間経過後に未請求

となっている被共済者への

請求勧奨を実施 

長期未請求者及び長期未更

新者の現状を踏まえた効率的

な対策を行うという観点か

ら、退職金請求の可能性が低

い長期未請求者及び長期未更

新者については、長期にわた

る事務管理コストの削減等の

観点から、例えば時効の援用

など新たな長期未請求者及び

長期未更新者数の縮減方策を

検討するものとする。 
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② 既に退職後５年を超えた未請求者に対

する取組 

既に退職後５年以上を経過した未請求

の退職金については、すべての未請求退

職者の住所等連絡先の把握に計画的に取

り組み、本人に直接退職金の請求を促す

ことにより、中期目標期間内に未請求退

職金を縮減すること。 

 

 

 

 

③ 加入者への周知広報 

これまでの周知広報を見直し、あらゆ

る機会を通じて未請求者縮減のための効

果的な周知広報を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特定業種退職金共済事業 

① 建設業退職金共済事業における共済手

住所情報を活用し、退職後３か月及び

その後一定期間経過後に退職金が未請

求である者に対し、請求を促すこと等

の取組を積極的に行うことにより、請

求権が発生した年度における退職者数

に対する当該年度から２年経過後の未

請求者数の比率を中期目標期間の最終

年度（平成29年度）までに、１％程度

とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 既に退職後５年を超えた未請求者に対

する取組 

既に退職後５年以上を経過した未請求

の退職金については、未請求者の現状を

踏まえた効率的な対策を行うという観点

から、退職金請求の可能性が低い者につ

いては、長期にわたる事務管理コストの

削減等の観点から、例えば時効の援用な

ど新たな長期未請求者の縮減方策を厚生

労働省と連携しながら検討すること。 

 

 

③ 加入者への周知広報 

引き続き、あらゆる機会を通じて未請

求者縮減のための効果的な周知広報を行

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特定業種退職金共済事業 

① 建設業退職金共済事業における共済手

いる対象事業所に対して、事業主から

請求を促す要請通知を行う。 

ⅲ）前記ⅱ）の通知から３か月経過して

も未請求者のいる対象事業所に対し

て、当該被共済者の住所等の情報提供

を依頼し、入手した情報に基づき被共

済者に対して請求手続を要請する。 

 

 

 

ⅳ）前記ⅰ）～ⅲ）の取組について、毎

年度、成果の検証を行い、取組の見直

しを行う。 

なお、退職時の被共済者の住所の把握

について、業務・システム最適化計画の進

捗状況等を踏まえつつ、平成 23 年度末ま

での実施を検討する。 

 

ロ 累積した未請求退職金を縮減するため

の対策 

未請求者のいる対象事業所に対して、

順次、未請求者の住所等の情報提供を依頼

し、入手した情報に基づき被共済者に対し

て請求手続を要請する。 

 

 

 

 

 

 

ハ 周知の徹底等 

ⅰ）ホームページに中退共事業加入の事

業所名を検索できるシステムを構築

し、被共済者等が自ら加入事業所を調

べることを可能とする。過去に中退共

事業に加入していた事業所について

も、未請求者がいる事業所名をホーム

ページに掲載する。 

ⅱ）ホームページに未請求に関しての注

意喚起文を、年間を通して掲載する。

ⅲ）その他あらゆる機会を通じた注意喚

起をこれまで以上に行う。 

 

ニ 調査、分析 

加入事業所及び被共済者に対する調査

の実施等により、未請求原因の分析を行

い、その結果をその後の対応策に反映させ

る。 

 

（２）特定業種退職金共済事業 

① 建設業退職金共済事業における共済手

っている被共済者に対して、前記ⅲ）

の住所情報に基づき請求手続を要請す

る。前記ⅲ）の住所情報がない場合は、

対象事業所に対して、当該被共済者の

住所等の情報提供を依頼し、入手した

情報に基づき被共済者に対して請求手

続を要請する。 

ⅴ）その後一定期間経過しても未請求と

なっている被共済者に対して、再度請

求手続を要請する。 

ⅵ）前記ⅰ）～ⅴ）の取組について、毎

年度、成果の検証を行い、取組の見直

しを行う。 

 

 

 

 

 

ロ 累積した未請求退職金を縮減するため

の対策 

既に退職後５年以上を経過した未請求

の退職金については、未請求者の現状を踏

まえた効率的な対策として、既に住所が把

握できており、かつ、請求が見込まれる者

を中心に請求手続を要請するなど、長期に

わたる事務管理コストの削減等の観点か

ら、例えば時効の援用など新たな長期未請

求者の縮減方策を厚生労働省と連携しな

がら検討する。 

 

ハ 周知の徹底等 

ⅰ）ホームページに中退共事業加入の事

業所名を検索できるシステムを構築

し、被共済者等が自ら加入事業所を調

べることを可能としており、引き続き、

新規加入事業所名を追加掲載する。 

 

 

ⅱ）ホームページに未請求に関しての注

意喚起文を、年間を通して掲載する。

ⅲ）その他あらゆる機会を通じた注意喚

起を引き続き行う。 

 

ニ 調査、分析 

加入事業所及び被共済者に対する調査

の実施等により、未請求原因の分析を行

い、その結果をその後の対応策に反映させ

る。 

 

（２）特定業種退職金共済事業 

① 建設業退職金共済事業における過去３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第１ 事務及び事業の見直し

１退職金共済事業 

⑴ 確実な退職金支給のため

の取組 
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帳の長期未更新者への取組 

・共済手帳が長期未更新であって退職金

の受給資格がある被共済者のうち、未

調査分のすべてのものについて、住所

等連絡先の把握に努め、受給資格があ

る旨等を直接本人に通知するなど、退

職金の確実な支給のための取組の強化

を図ること。 

・更新時等においても被共済者の住所を

把握すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・関係者への周知広報の在り方を見直す

こと。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帳の長期未更新者への取組 

 

 

 

 

 

 ・加入時及び手帳更新時における被共済

者の住所把握を徹底すること。 

 

 

 

 

 

 

・上記により把握した住所情報を活用し、

過去３年間手帳更新がない被共済者の現

況調査を行い、その結果を踏まえ、手帳

更新の勧奨及び引退者への請求勧奨等を

実施すること。 

 

 

 

 

 

 

・上記の対策を実施後、一定期間経過後

も手帳更新がない被共済者に対する請求

勧奨等を実施すること。 

 

 

 

・効率的な請求勧奨等を実施できるよう、

被共済者データベースを抜本的に改修

し、長期未更新者の現状を把握すること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帳の長期未更新者への取組等 

 

 

 

 

イ 長期未更新者への取組 

ⅰ）新規加入時に被共済者の住所を把

握し、建退共事業に加入したことを

本人に通知するとともに、把握した

住所情報をデータベース化する（デ

ータベース化は平成16年度～19年度

新規加入者分を含む。）。また、共済

手帳に住所欄を設けて被共済者に記

載させる。 

ⅱ）共済手帳の更新時等においても被

共済者の住所を把握し、その情報を

データベース化する。 

ⅲ）過去３年間共済手帳の更新のない

被共済者に対する長期未更新者調査

により、その住所の把握に努め、共

済手帳の更新、退職金の請求等の手

続をとるよう要請する。 

 

 

 

ⅳ）これまでの長期未更新者調査にお

いて対象とならなかった被共済者に

ついて、前記ⅲ）と同様の措置を講

ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅴ）事業主団体の広報誌、現場事務所

のポスター等により、被共済者に退

職金の請求に関する問い合わせを呼

年以上手帳更新していない被共済者（以

下「長期未更新者」という。）のうち、

業界引退者への確実な退職金支給のた

めの取組等 

 

イ 確実な退職金支給のための取組 

ⅰ）新規加入時に被共済者の住所の把

握を徹底し、建退共事業に加入した

ことを本人に通知する。また、共済

手帳の住所欄に被共済者の住所を記

載させる。 

 

 

 

ⅱ）共済手帳の更新時等においても被

共済者の住所の把握を徹底し、新規

加入時住所情報とともにデータベー

ス化する。 

ⅲ）過去３年間共済手帳の更新のない

被共済者に対する現況調査により、

その住所の把握に努め、その情報を

データベース化するとともに、共済

手帳の更新、業界引退者への退職金

の請求等の手続をとるよう要請す

る。 

ⅳ）その後一定期間経過後も共済手帳

の更新がなく、住所が把握できてい

る被共済者に対し、平成 28年度以降、

共済手帳の更新、業界引退者への退

職金の請求等の手続をとるよう要請

する。 

ⅴ）前記ⅳ）の手続要請を効率的に実

施できるよう、遅くとも平成 27 年度

までに被共済者管理システムを改修

する。また、長期未更新者の状況等

を集計できるよう平成 26年度までに

統計プログラムの開発を行い、手帳

更新冊数、未更新期間及び退職金試

算額については遅くとも平成 26年度

末以降、年齢階層については遅くと

も平成 28 年度末以降（被共済者の生

年月日の入力完了予定が平成 28年度

のため）の状況を集計できるように

する。 

なお、被共済者管理システムの改

修、統計プログラムの開発等について

は、毎年度その進捗状況を明らかに

し、検証を行うものとする。 

ⅵ）被共済者重複チェックシステムの

活用により、加入時及び退職金の支

払時に名寄せを行い、重複加入防止

（前略）現在取り組んでいる

請求促進のための周知広報や

住所把握に一層努めるととも

に、特退共については、被共

済者の情報を整備し、確実な

退職金支給のための対策を強

化することとし、以下の取組

等を実施するものとする。 

（イ） 特退共 

① 新規加入時及び共済手

帳更新時における被共済者

の住所把握を徹底 

② ①による住所情報を活

用し、過去３年間共済手帳の

更新がない被共済者の現況

調査を行い、その結果を踏ま

え、手帳更新の勧奨及び退職

金の請求勧奨を実施 

③ ②の対策を実施後、一定

期間経過後も共済手帳の更

新がない被共済者に対する

請求勧奨等を実施 

長期未請求者及び長期未更

新者の現状を踏まえた効率的

な対策を行うという観点か

ら、退職金請求の可能性が低

い長期未請求者及び長期未更

新者については、長期にわた

る事務管理コストの削減等の

観点から、例えば時効の援用

など新たな長期未請求者及び

長期未更新者数の縮減方策を

検討するものとする。 

上記の請求勧奨の効率的な

実施や累積している長期未更

新者の現状把握を目的に、被

共済者データベースを抜本的

に改修するものとし、次期中

期目標等において、同データ

ベースの改修内容、時期を明

記するものとする（建退共）

建退共においては、確実な

退職金支給のため、共済契約

者に対する適正貼付の要請

や加入履行証明書発行の際

の厳格な審査等により、共済

証紙の適正な貼付に努める

ものとする。 
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② 建設業退職金共済事業における共済証

紙の適正な貼付に向けた取組 

・共済契約者への手帳更新等の要請及び

受払簿の厳格な審査等を通じた指導等

により就労日数に応じた貼付のための

取組を促進すること。 

・中期目標期間の最終年度までに、共済

証紙の販売額の累計と貼付確認額の累

計の差額を、前中期目標期間の終了時

から130億円程度減少させること。あわ

せて、共済証紙の貼付状況等に関して

把握し、取組の充実を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 清酒製造業退職金共済事業及び林業退

職金共済事業における共済手帳の長期未

更新者への取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・長期未更新者の現状を踏まえた効率的

な対策を行うという観点から、退職金請

求の可能性が低い者については、長期に

わたる事務管理コストの削減等の観点か

ら、例えば時効の援用など新たな長期未

更新者の縮減方策を厚生労働省と連携し

ながら検討すること。 

 

・引き続き、引退者への確実な退職金支

給のための効果的な周知広報を行うこ

と。 

 

② 建設業退職金共済事業における共済証

紙の適正な貼付に向けた取組 

・共済契約者への手帳更新等の要請及び

受払簿の厳格な審査等を通じた指導等

により就労日数に応じた貼付のための

取組を促進すること。 

・中期目標期間の最終年度までに、共済

証紙の販売額の累計と貼付確認額の累

計の差額を、前中期目標期間の終了時

から100億円程度減少させること。あわ

せて、共済証紙の貼付状況等に関して

把握し、取組の充実を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 清酒製造業退職金共済事業及び林業退

職金共済事業における共済手帳の長期未

更新者への取組 

 

びかける。 

ⅵ）被共済者重複チェックシステムの

活用により、退職金の支払時に名寄

せを行い、退職金の支払い漏れを防

止する。 

 

ⅶ）ホームページ等を活用し、共済手

帳の更新、退職金の請求等の手続を

行うよう注意喚起を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 共済証紙の適正な貼付に向けた取組

ⅰ）就労日数に応じた共済証紙の適正

な貼付を図るため、過去２年間共済

手帳の更新の手続をしていない共済

契約者に対し共済手帳の更新など適

切な措置をとるよう要請する。 

ⅱ）加入履行証明書発行の際の共済手

帳及び共済証紙の受払簿を厳格に審

査すること等を通じ、就労日数に応

じた共済証紙の適正な貼付をするよ

う共済契約者に対して指導を徹底す

る。 

ⅲ）前記ⅰ）、ⅱ）の取組等により、中

期目標期間の最終年度までに、共済

証紙の販売額の累計と貼付確認額の

累計の差額を、前中期目標期間の終

了時から 130 億円程度減少させる。 

ⅳ）実態調査等を通じて共済証紙の貼

付状況等に関して把握する。 

 

② 清酒製造業退職金共済事業における共

済手帳の長期未更新者への取組  

 

 

を図るとともに、退職金の支払い漏

れを防止する。 

ⅶ）事業主団体の広報誌、現場事務所

のポスター等により、被共済者に退

職金の請求に関する問い合わせを呼

びかける。 

ⅷ）ホームページ等を活用し、共済手

帳の更新、退職金の請求等の手続を

行うよう注意喚起を行う。 

ⅸ）共済契約者に対し、被共済者の退

職時等に建設業からの引退の意思の

有無を確認し、引退の意思を有する

場合には退職金の請求を指導するよ

う要請する。 

 

ロ 累積した長期未更新者を縮減するた

めの対策 

以上イの取組の結果を踏まえ退職金

請求の可能性が低い長期未更新者につ

いては、長期にわたる事務管理コストの

削減等の観点から、例えば時効の援用な

ど新たな長期未更新者の縮減方策を厚

生労働省と連携しながら検討する。 

 

 

 

 

ハ 共済証紙の適正な貼付に向けた取組

ⅰ）就労日数に応じた共済証紙の適正

な貼付を図るため、過去２年間共済

手帳の更新の手続をしていない共済

契約者に対し共済手帳の更新など適

切な措置をとるよう要請する。 

ⅱ）加入履行証明書発行の際の共済手

帳及び共済証紙の受払簿を厳格に審

査すること等を通じ、就労日数に応

じた共済証紙の適正な貼付をするよ

う共済契約者に対して指導を徹底す

る。 

ⅲ）前記ⅰ）、ⅱ）の取組等により、中

期目標期間の最終年度までに、共済

証紙の販売額の累計と貼付確認額の

累計の差額を、前中期目標期間の終

了時から 100 億円程度減少させる。 

 

 

 

② 清酒製造業退職金共済事業における長

期未更新者のうち業界引退者への確実

な退職金支給のための取組 
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・共済手帳が長期未更新であって退職金

の受給資格があるすべての被共済者に

ついて、住所等連絡先の把握に努め、

受給資格がある旨等を直接本人に通知

するなど、退職金の確実な支給のため

の取組の強化を図ること。 

・更新時等においても被共済者の住所を

把握すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・関係者への周知広報の在り方を見直す

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

・加入時及び手帳更新時における被共済

者の住所把握を徹底することにより、住

所把握を進めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・上記により把握した住所情報を活用し、

過去３年間手帳更新がない被共済者の現

況調査を行い、その結果を踏まえ、手帳

更新の勧奨及び引退者への請求勧奨等を

実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

・上記の対策を実施後、一定期間経過後

も手帳更新がない被共済者に対する請求

勧奨等を実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）新規加入時に被共済者の住所を把

握し、清酒製造業退職金共済（以下

「清退共」という。）事業に加入した

ことを本人に通知するとともに、把

握した住所情報をデータベース化す

る。また、共済手帳に住所欄を設け

て被共済者に住所を記載させる。 

ⅱ）共済手帳の更新時等においても被

共済者の住所を把握し、その情報を

データベース化する。 

 

ⅲ）過去３年以上共済手帳の更新がな

く、かつ、２４月以上の掛金納付実

績を有する被共済者に対する長期未

更新者調査により、その住所の把握

に努め、共済手帳の更新、退職金の

請求等の手続を取るよう要請する。 

 

ⅳ）前記ⅲ）によっても当該被共済者

の住所等が把握できなかった場合に

は、加入時の住所を基に、共済手帳

の更新、退職金の請求等の手続を取

るよう要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅴ）ホームページ等を活用し、共済手

帳の更新、退職金の請求等の手続を

行うよう注意喚起を行う。 

 

 

 

 

 

イ 確実な退職金支給のための取組 

ⅰ）新規加入時に被共済者の住所の把

握を徹底し、清酒製造業退職金共済

（以下「清退共」という。）事業に加

入したことを本人に通知する。また、

共済手帳の住所欄に被共済者の住所

を記載させる。 

 

ⅱ）共済手帳の更新時等においても被

共済者の住所の把握を徹底し、新規

加入時住所情報とともにデータベー

ス化する。 

ⅲ）過去３年間共済手帳の更新がなく、

かつ、24 月以上の掛金納付実績を有

する被共済者に対する現況調査によ

り、その住所の把握に努め、その情

報をデータベース化するとともに、

共済手帳の更新、退職金の請求等の

手続を取るよう要請する。 

ⅳ）前記ⅲ）によっても当該被共済者

の住所等が把握できなかった場合に

は、加入時の住所を基に、共済手帳

の更新、退職金の請求等の手続を取

るよう要請する。 

ⅴ）その後一定期間経過後も共済手帳

の更新がなく、住所が把握できてい

る被共済者に対し、平成 28年度以降、

共済手帳の更新、退職金の請求等の

手続をとるよう要請する。 

ⅵ）前記ⅴ）の手続要請を効率的に実

施できるよう、遅くとも平成 27 年度

までに被共済者管理システムを改修

する。また、長期未更新者の状況等

を集計できるよう平成 26年度までに

統計プログラムの開発を行い、手帳

更新冊数、未更新期間、年齢階層及

び退職金試算額について遅くとも平

成 26年度末以降の状況を集計できる

ようにする。 

    なお、被共済者管理システムの改

修及び統計プログラムの開発につい

ては、毎年度その進捗状況を明らか

にし、検証を行うものとする。 

ⅶ）ホームページ等を活用し、共済手

帳の更新、退職金の請求等の手続を

行うよう注意喚起を行う。 

ⅷ）共済契約者に対し、被共済者の退

職時等に清酒製造業からの引退の意

思の有無を確認し、引退の意思を有

する場合には退職金の請求を指導す

るよう要請する。 
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・長期未更新者の現状を踏まえた効率的

な対策を行うという観点から、退職金請

求の可能性が低い者については、長期に

わたる事務管理コストの削減等の観点か

ら、例えば時効の援用など新たな長期未

更新者の縮減方策を厚生労働省と連携し

ながら検討すること。 

 

・引き続き、引退者への確実な退職金支

給のための効果的な周知広報を行うこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 林業退職金共済事業における共済手帳

の長期未更新者への取組 

 

 

 

ⅰ）新規加入時に被共済者の住所を把

握し、林業退職金共済（以下「林退

共」という。）事業に加入したことを

本人に通知するとともに、把握した

住所情報をデータベース化する。ま

た、共済手帳に住所欄を設けて被共

済者に記載させる。 

ⅱ）共済手帳の更新時等においても被

共済者の住所を把握し、その情報を 

データベース化する。 

 

ⅲ）過去３年以上共済手帳の更新がな

く、かつ、２４月以上の掛金納付実

績を有する被共済者に対する長期未

更新者調査により、その住所の把握

に努め、共済手帳の更新、退職金の

請求等の手続を取るよう要請する。 

 

ⅳ）前記ⅲ）によっても当該被共済者

の住所等が把握できなかった場合に

は、既に共済契約者を通じて入手し

た住所を基に、共済手帳の更新、退

職金の請求等の手続を取るよう要請

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 累積した長期未更新者を縮減するた

めの対策 

以上イの取組の結果を踏まえ退職金

請求の可能性が低い長期未更新者につ

いては、長期にわたる事務管理コストの

削減等の観点から、例えば時効の援用な

ど新たな長期未更新者の縮減方策を厚

生労働省と連携しながら検討する。 

 

 

 

③ 林業退職金共済事業における長期未更

新者のうち業界引退者への確実な退職金

支給のための取組 

 

イ 確実な退職金支給のための取組 

ⅰ）新規加入時に被共済者の住所の把

握を徹底し、林業退職金共済（以下

「林退共」という。）事業に加入した

ことを本人に通知する。また、共済

手帳の住所欄に被共済者の住所を記

載させる。 

 

ⅱ）共済手帳の更新時等においても被

共済者の住所の把握を徹底し、新規

加入時住所情報とともにデータベー

ス化する。 

ⅲ）過去３年間共済手帳の更新がなく、

かつ、24 月以上の掛金納付実績を有

する被共済者に対する現況調査によ

り、その住所の把握に努め、その情

報をデータベース化するとともに、

共済手帳の更新、退職金の請求等の

手続を取るよう要請する。 

ⅳ）前記ⅲ）によっても当該被共済者

の住所等が把握できなかった場合に

は、加入時の住所を基に、共済手帳

の更新、退職金の請求等の手続を取

るよう要請する。 

ⅴ）その後一定期間経過後も共済手帳

の更新がなく、住所が把握できてい

る被共済者に対し、平成 28年度以降、

共済手帳の更新、退職金の請求等の

手続をとるよう要請する。 

ⅵ）前記ⅴ）の手続要請を効率的に実

施できるよう、遅くとも平成 27 年度

までに被共済者管理システムを改修

する。また、長期未更新者の状況等

を集計できるよう平成 26年度までに

統計プログラムの開発を行い、手帳
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２ サービスの向上 

（１）業務処理の迅速化 

契約及び退職金給付に当たり、厳正な審査

を引き続き実施しつつ、業務・システム最適

化計画実施に併せ、４事業本部一体となり処

理期間を短縮すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ サービスの向上 

（１）業務処理の効率化 

加入者の利便及び機構内の事務処理の簡素

化・迅速化を図る観点から、諸手続及び事務

処理等の再点検を行い、必要に応じて見直し

を行うこと。 

また、契約及び退職金給付に当たり、引き

続き、厳正な審査を実施しつつ、中退共事業

においては25日以内、特退共事業においては

30日以内に退職金等の支給を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅴ）ホームページ等を活用し、共済手

帳の更新、退職金の請求等の手続を

行うよう注意喚起を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ サービスの向上 

（１）業務処理の簡素化・迅速化 

① 加入者が行う諸手続や提出書類の合理化

を図るとともに、機構内の事務処理の簡素

化・迅速化を図る観点から、諸手続及び事

務処理等の再点検を行い、必要に応じ改善

計画を策定するとともに、適宜その見直し

を行う。 

 

 

② 契約及び退職金給付に当たり、厳正な審

査を引き続き実施しつつ、業務・システム

最適化計画の実施に併せ、以下のとおり退

職金等支給に係る処理期間の短縮等を行

う。 

ⅰ）中退共事業においては、引き続き受付

から 25 日以内（退職月の掛金の納付が確

認されるまでの期間は支払処理期間から

除く。）に支払う。 

ⅱ）建退共事業においては、引き続き受付

から 30 日以内に支払う。 

ⅲ）清退共事業及び林退共事業においては、

受付から 30 日以内に支払う。 

現行の退職金等支給に係る処理期間は

以下のとおりである。 

更新冊数、未更新期間、年齢階層及

び退職金試算額について遅くとも平

成 26年度末以降の状況を集計できる

ようにする。 

  なお、被共済者管理システムの改

修及び統計プログラムの開発につい

ては、毎年度その進捗状況を明らか

にし、検証を行うものとする。 

ⅶ）ホームページ等を活用し、共済手

帳の更新、退職金の請求等の手続を

行うよう注意喚起を行う。 

ⅷ）共済契約者に対し、被共済者の退

職時等に林業からの引退の意思の有

無を確認し、引退の意思を有する場

合には退職金の請求を指導するよう

要請する。 

 

ロ 累積した長期未更新者を縮減するた

めの対策 

以上イの取組の結果を踏まえ退職金

請求の可能性が低い長期未更新者につ

いては、長期にわたる事務管理コストの

削減等の観点から、例えば時効の援用な

ど新たな長期未更新者の縮減方策を厚

生労働省と連携しながら検討する。 

 

２ サービスの向上 

（１）業務処理の簡素化・迅速化 

① 加入者が行う諸手続や提出書類の合理化

を図るとともに、機構内の事務処理の簡素

化・迅速化を図る観点から、諸手続及び事

務処理等の再点検を行い、必要に応じ改善

計画を策定するとともに、適宜その見直し

を行う。特に、加入者等が行う諸手続につ

いて、ホームページから簡易・迅速に行う

ことを検討・実施する。 

② 契約及び退職金給付に当たり、厳正な審

査を引き続き実施しつつ、以下の処理期間

内に退職金等支給を行う。 

ⅰ）中退共事業においては、受付から 25

日以内（退職月の掛金の納付が確認される

までの期間は支払処理期間から除く。） 

ⅱ）建退共事業においては、受付から 30

日以内 

ⅲ）清退共事業及び林退共事業においては、

受付から 30 日以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第２ 業務全般に関する見直

し 

３ 退職金共済事業におい

て、コールセンターの充実等

により、顧客のニーズに即し

た相談対応、情報提供を行い、

サービスを一層向上させるも
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（２）情報提供の充実、加入者の照会・要望等へ

の適切な対応等 

これまでの加入者の照会・要望等への対応

に係る取組に加え、相談者の満足度を調査し、

その結果を相談業務に反映させることによ

り、相談業務の質を向上させること。 

また、共済契約者等からの相談については、

回答の標準化によりホームページ等を活用

し、被共済者が直接情報を入手できるような

仕組を検討するとともに、個別の相談業務に

ついては、引き続き電話により行うなどサー

ビス向上を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）積極的な情報の収集及び活用 

加入者の要望、統計等の各種情報を整理す

るとともに、実態調査等により積極的な情報

を収集し、当該情報を退職金共済事業の運営

に反映させることにより、当該事業の改善を

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 加入促進対策の効果的実施 

中小企業退職金共済事業における加入状況、

財務内容等及び各事業に対応する産業・雇用状況

を勘案して、当該制度の新規加入者数（新たに被

共済者となったものの数をいう。）の目標を定め、

これを達成するため、中小企業退職金共済事業へ

の加入促進対策を効果的に実施すること。 

 

 

 

 

 

（２）情報提供の充実、加入者の照会・要望等へ

の適切な対応等 

相談者の満足度を調査し、その結果を相談

業務に反映させること等により、相談業務の

質を向上させること。 

 

引き続き、共済契約者等の利便性を高める

観点からホームページの充実をはかるほか、

コールセンターを充実し、共済契約者等のニ

ーズに即した相談対応、情報提供を行い、サ

ービスの一層の向上を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）積極的な情報の収集及び活用 

加入者や関係団体等の意見・要望、統計等

の各種情報を整理するとともに、実態調査等

により積極的に情報を収集し、当該情報を退

職金共済事業の運営に反映させることによ

り、当該事業の改善を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 加入促進対策の効果的実施 

中小企業退職金共済事業における加入状況、

財務内容等及び各事業に対応する産業・雇用状況

を勘案して、当該制度の新規加入者数（新たに被

共済者となったものの数をいう。）の目標を定め

ること。 

これを達成するため、中退共においては中小

ⅰ）中退共事業においては 25 日以内。 

ⅱ）建退共事業においては 30 日以内。 

ⅲ）清退共事業及び林退共事業において

は 39 日以内。 

 

（２）情報提供の充実、加入者の照会・要望等へ

の適切な対応等 

① 共済契約者等からの諸手続の方法に関す

る照会・要望等をホームページ上のＱ＆Ａ

に反映するなど回答の標準化等を図り、ま

た、ホームページを活用し、被共済者が直

接情報を入手できるような仕組を検討する

とともに、個別の相談業務については、引

き続き電話により行うなどサービス向上を

図る。 

② 相談業務については、相談者の満足度を

調査し、その結果を相談業務に反映させる

ことにより、相談業務の質を向上させる。

また、応対の基本、実際の対応例等を定め

た応答マニュアルを見直し、懇切丁寧な対

応を徹底する。 

 

 

 

③ 共済契約者等に対する機関誌等を縮減し、

ホームページによる共済契約者及び被共済

者に対する情報提供の充実を図る。 

 

（３）積極的な情報の収集及び活用 

① 中小企業事業主団体・関係業界団体及び

関係労働団体の有識者から、機構の業務運

営に対する意見・要望等を聴取する場を設

けて、聴取した意見を踏まえてニーズに即

した業務運営を行う。 

② 毎月の各退職金共済事業への加入状況、

退職金支払状況等に関する統計を整備する

とともに、民間企業における退職金制度の

現状、将来の退職金制度の在り方、機構が

運営する退職金共済事業に対する要望・意

見等を随時調査し、これらの統計及び調査

の結果を退職金共済事業運営に反映させ

る。 

 

 

３ 加入促進対策の効果的実施 

（１）加入目標数 

中退共、建退共、清退共、林退共の各事業

の最近における加入状況、財務内容及び各事

業に対応する産業・雇用状況を勘案して、中

期目標期間中に新たに各事業に加入する被共

済者数の目標を次のように定める。 

 

 

 

 

 

（２）情報提供の充実、加入者の照会・要望等へ

の適切な対応等 

① 共済契約者等からの諸手続の方法に関す

る照会・要望等をホームページ上のＱ＆Ａ

に反映するなど回答の標準化等を図り、ま

た、ホームページを活用し、被共済者が直

接情報を入手できるような仕組を検討する

とともに、個別の相談業務については、引

き続き電話により行うなどサービス向上を

図る。 

② 相談業務については、相談者の満足度を

調査し、その結果を相談業務に反映させる

ことにより、相談業務の質を向上させる。

また、応対の基本、実際の対応例等を定め

た応答マニュアルを見直し、懇切丁寧な対

応を徹底する。さらに、コールセンターの

充実等により、顧客のニーズに即した相談

対応、情報提供を行い、サービスを一層向

上させる。 

③ ホームページによる共済契約者及び被共

済者に対する情報提供の充実を図る。 

 

 

（３）積極的な情報の収集及び活用 

① 中小企業事業主団体・関係業界団体及び

関係労働団体の有識者から、機構の業務運

営に対する意見・要望等を聴取する場を設

けて、聴取した意見を踏まえてニーズに即

した業務運営を行う。 

② 毎月の各退職金共済事業への加入状況、

退職金支払状況等に関する統計を整備する

とともに、民間企業における退職金制度の

現状、将来の退職金制度の在り方、機構が

運営する退職金共済事業に対する要望・意

見等を随時調査し、これらの統計及び調査

の結果を退職金共済事業運営に反映させ

る。 

 

 

３ 加入促進対策の効果的実施 

（１）加入目標数 

中退共、建退共、清退共、林退共の各事業

の最近における加入状況、財務内容及び各事

業に対応する産業・雇用状況を勘案して、中

期目標期間中に新たに各事業に加入する被共

済者数の目標を次のように定める。 

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第１ 事務及び事業の見直し

１退職金共済事業 

⑵ 効果的な加入促進対策

の実施 

独力では退職金制度を設け

ることができない中小企業

の労働者が、少しでも多く

退職金制度を利用できるよ

う、第二期中期目標期間に

おける加入目標の達成状況

や各退職金共済事業を取り

巻く経済環境等を検証した

上で加入目標数を設定し、

中退共においては中小企業

が集積する大都市等での対

策強化や金融機関との連携

強化等、特退共においては

関係官公庁及び関係事業主

団体等との連携強化等を行

うなど、引き続き効果的な

加入促進対策を実施し、加
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企業が集積する大都市等での対策強化や金融機

関との連携強化等、特退共においては関係官公

庁及び関係事業主団体等との連携強化等を行う

など、引き続き、効果的な加入促進対策を実施

し、加入者数の増加を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 中退共事業においては １，９４３，００

０人 

② 建退共事業においては ６４０，０００人

③ 清退共事業においては ７５０人 

④ 林退共事業においては １１，５００人 

合計 ２，５９５，２５０人 

 

（２） 加入促進対策の実施 

上記の目標を達成するため、関係官公庁及

び関係事業主団体等との連携の下に、以下の

加入促進対策を効果的に実施する。 

なお、各退職金共済事業への加入促進対策

の実施に当たっては､相互に連携して行うこ

ととする。 

 

① 広報資料等による周知広報活動 

イ 制度内容・加入手続等を掲載したパン

フレット・ポスター及び制度紹介用動画等

の広報資料を配布するとともに、ホームペ

ージ等を活用した退職金共済制度の周知

広報を実施する。 

ロ 関係官公庁及び関係事業主団体等に対

して、広報資料の窓口備付け、ポスター等

の掲示及びこれらの機関等が発行する広

報誌等への退職金共済制度に関する記事

の掲載を依頼する。 

ハ 新聞等のマスメディアを活用した広報

を実施する。 

ニ 工事発注者の協力を得て、受注事業者

による「建退共現場標識」掲示の徹底を図

り､事業主及び建設労働者への制度普及を

行う。 

 

② 個別事業主に対する加入勧奨等 

イ 機構が委嘱した相談員、普及推進員等

により、各種相談等に対応するとともに、

個別事業主に対する加入勧奨を行う。特に

中退共事業においては、普及推進員の業務

において新規加入促進への重点化を図る。

 

ロ 中退共事業においては、今後とも高い

成長が見込まれる分野の業種等に対する

加入促進に重点をおいた対策を行う。 

ハ 機構から中退共事業への加入促進業務

を受託した事業主団体等による個別事業

主に対する加入促進を行う。特に企業の雇

用管理に密接な関係を有する社会保険労

務士会等の団体との連携を強化するとと

もに、委託先の拡大に努める。また、既加

入事業主に対し、文書等により追加加入促

進を定期的に行う。 

①  中退共事業においては １，６２０，００

０人 

② 建退共事業においては ５４５，０００人

③ 清退共事業においては ６５０人 

④ 林退共事業においては １０，５００人 

合計 ２，１７６，１５０人 

 

（２） 加入促進対策の実施 

上記の目標を達成するため、関係官公庁及

び関係事業主団体等との連携の下に、以下の

加入促進対策を効果的に実施する。 

なお、各退職金共済事業への加入促進対策

の実施に当たっては､相互に連携して行うこ

ととする。 

 

①  広報資料等による周知広報活動 

イ 制度内容・加入手続等を掲載したパン

フレット・ポスター及び制度紹介用動画等

の広報資料を配布するとともに、ホームペ

ージやマスメディア等を活用した退職金

共済制度の周知広報を実施する。 

ロ 関係官公庁及び関係事業主団体等に対

して、広報資料の窓口備付け、ポスター等

の掲示及びこれらの機関等が発行する広

報誌等への退職金共済制度に関する記事

の掲載を依頼する。 

 

 

ハ 工事発注者の協力を得て、受注事業者

による「建退共現場標識」掲示の徹底を図

り､事業主及び建設労働者への制度普及を

行う。 

 

② 個別事業主に対する加入勧奨等 

イ 機構が委嘱した相談員、普及推進員等

により、各種相談等に対応するとともに、

個別事業主に対する加入勧奨を行う。特に

中退共事業においては、普及推進員等の業

務において新規加入促進への重点化を図

る。 

ロ 中退共事業においては、機構から加入

促進業務を受託した事業主団体等による

個別事業主に対する加入促進を行う。特に

企業の雇用管理に密接な関係を有する社

会保険労務士会等の団体との連携を強化

する。 

既加入事業主に対し、文書等により追

加加入促進を定期的に行う。 

関係機関等との連携の下、全国的な加

入促進を図るとともに、大都市２か所に

加入促進関係の活動拠点を置き、大都市

入者数の増加を図るものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



        中期目標（旧）               中期目標（新）                 中期計画（旧）                中期計画（新）            見直し内容 

13 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 関係事業主団体、工事発注者、元請事

業者等の協力を得て、建退共事業の未加入

の事業主に対する加入勧奨を行うととも

に、既加入事業主に対し、追加加入勧奨を

行う。 

ホ 清退共事業及び林退共事業において

は、対象となる期間雇用者数が減少傾向で

推移していること等から、既加入事業主に

対し、新規雇用労働者の事業加入を確実に

行うよう、毎年度、文書等による加入勧奨

を行う。 

 

③ 各種会議、研修会等における加入勧奨等

関係官公庁及び関係事業主団体等が開催す

る各種会議、研修会等において、制度内容

や加入手続等の説明を行うなど、制度の普

及及び加入勧奨を行う。 

 

④ 集中的な加入促進対策の実施 

厚生労働省の協力を得て、毎年度、加入

促進強化月間を設定し、月間中､全国的な周

知広報活動等を集中的に展開する。 

 

⑤ 適格退職年金からの移行促進 

厚生労働省の協力を得て、適格退職年金

から中退共事業への移行を促進するための

周知広報を組織的に展開するとともに、適

格退職年金を受託する機関との連携を更に

強化する。 

 

⑥ 他制度と連携した加入促進対策の実施 

イ 独自に掛金の助成・補助制度を実施す

る地方公共団体等の拡大・充実を働きかけ

る。 

ロ 建設業等に係る公共事業発注機関に対

し、受注事業者からの掛金収納書及び建退

共加入履行証明書徴収の要請を行う。 

 

ハ いわゆる「緑の雇用」の実施に当たり、

（首都圏、愛知県及び大阪府）での加入

促進を強化する。 
地域に密着した金融機関を定期的に訪

問し、金融機関に対し加入勧奨の要請を

行う。 
厚生労働省と連携し、今後とも高い成

長が見込まれる分野、雇用者数に比し加

入が進んでいない分野の業種等に対し、

業界団体への働きかけやダイレクトメー

ル等業界団体の協力を得つつ、普及推進

員、委託団体等も活用し、加入勧奨を図

る。 

ハ 建退共事業においては、関係事業主団

体、工事発注者、元請事業者等の協力を得

て、未加入事業主に対する加入勧奨を行う

とともに、既加入事業主に対し、追加加入

勧奨を行う。 

ニ 清退共事業及び林退共事業において

は、対象となる期間雇用者数が減少傾向で

推移していること等から、既加入事業主に

対し、新規雇用労働者の事業加入を確実に

行うよう、毎年度、文書等による加入勧奨

を行う。 

 

③ 各種会議、研修会等における加入勧奨等

関係官公庁及び関係事業主団体等が開催

する各種会議、研修会等において、制度内

容や加入手続等の説明を行うなど、制度の

普及及び加入勧奨を行う。 

 

④ 集中的な加入促進対策の実施 

厚生労働省の協力を得て、毎年度、加入

促進強化月間を設定し、月間中､全国的な周

知広報活動等を集中的に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  他制度と連携した加入促進対策の実施 

イ 中退共事業においては、独自に掛金の

助成・補助制度を実施する地方公共団体等

の拡大・充実を働きかける。 

ロ 建退共事業においては、建設業等に係

る公共事業発注機関に対し、受注事業者か

らの掛金収納書及び建退共加入履行証明

書徴収の要請を行う。 

ハ 林退共事業においては、いわゆる「緑
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Ⅱ 財産形成促進事業 

（１）融資業務について 

融資業務の運営に当たっては、担当者の融

資審査能力の向上や、国及び関係機関と連携

を図ることにより、適正な貸付金利の設定等、

勤労者の生活の安定・事業主の雇用管理の改

善等に資する融資を実現すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）周知について 

① ホームページ及びパンフレットにおいて、

制度内容、利用条件、相談・受付窓口等を公

開し、各種情報の提供を充実させ、申請者で

ある事業主の利便を図るのみならず、制度の

恩恵を受けることとなる勤労者の利便を図る

こと。 

 

 

 

 

 

 

また、財産形成促進事業に関するホームペ

ージのアクセス件数について、毎年度14万件

以上を目指すこと。 

 

 

 

② 中小企業の勤労者の生活の安定及び事業主

の雇用管理の改善に資する融資の利用促進を

図るため、中小企業に対する情報提供の充実

を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 財産形成促進事業 

１ 融資業務について 

融資業務の運営に当たっては、担当者の融

資審査能力の向上や、国及び関係機関と連携

を図ることにより、適正な貸付金利の設定等、

勤労者の生活の安定等に資する融資を実現す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 周知について 

① ホームページ及びパンフレットに、制度の

意義、内容、導入及び運営方法、利用条件、

相談・受付窓口等の各種情報を分かりやすく

掲載し、申請者である事業主及び制度の恩恵

を受けることとなる勤労者の利便を図るこ

と。 

 

 

 

 

 

 

また、財産形成促進事業に関するホームペ

ージのアクセス件数について、毎年度20万件

以上を目指すこと。 

 

 

 

② 中小企業の勤労者の生活の安定等に資する

融資の利用促進を図るため、中小企業に対す

る制度の導入及び運営に係る情報提供の充実

を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

林退共事業等への加入について事業主に

指導するよう関係機関に要請を行う。 

 

 

Ⅱ 財産形成促進事業 

（１）融資業務について 

融資業務の運営に当たっては、担当者の融

資審査能力の向上に努めるとともに、国及び

関係機関と連携を図り、適正な貸付金利の設

定等、勤労者の生活の安定・事業主の雇用管

理の改善等に資する融資を実現する。 

 

 

 

 

 

また、貸付決定に当たっては、財形取扱店

において借入申込書を受理した日から１８日

以内に貸付決定する。 

 

（２） 周知について 

① ホームページ、パンフレット、申込みに

係る手引等を作成することとし、その作成

に当たっては、制度内容、利用条件、相談

受付窓口等を利用者の視点に立った分かり

やすい表現とする。また、インターネット

を通じた質問を受け付け、よくある質問に

ついては回答をホームページに公開するな

ど積極的に利用者の利便の向上と情報提供

に努める。さらに、貸付金額、利用条件等

の制度内容に変更があった場合は当該変更

が確定した日から、７日以内にホームペー

ジ等で公開する。 

また、財産形成促進事業に関するホーム

ページのアクセス件数について、毎年度１

４万件以上を目指す。 

 

 

 

② 退職金共済事業における共済契約者への

情報提供や各種会議等の機会を捉え、財産

形成促進事業の周知を併せて行うことによ

り、中小企業に対する情報提供の充実を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

の雇用」の実施に当たり、林退共事業等へ

の加入について事業主に指導するよう関

係機関に要請を行う。 

 

Ⅱ 財産形成促進事業 

１ 融資業務について 

   融資業務の運営に当たっては、担当者の融

資審査能力の向上に努めるとともに、国及び

関係機関と連携を図り、適正な貸付金利の設

定等、勤労者の生活の安定等に資する融資を

実現する。 

また、融資業務のサービス向上を図るた

め、持家融資資金の新規貸付を実行した転貸

勤労者に対してアンケートを実施し、回答者

の８割以上の者から満足した旨の評価が得

られるようにする。 

さらに、貸付決定に当たっては、財形取扱

店において借入申込書を受理した日から 16

日以内に貸付決定する。 

 

２ 周知について 

① ホームページ、パンフレット、申込みに

係る手引等を作成することとし、その作成

に当たっては、制度の意義、内容、導入及

び運営方法等について関係分野の専門家や

利用者の声を紹介し、情報を充実させてい

くとともに、利用条件、相談受付窓口等を

利用者の視点に立ち分かりやすく掲載す

る。また、インターネットを通じた質問を

受け付け、よくある質問については回答を

ホームページに公開するなど積極的に利用

者の利便の向上と情報提供に努める。 

 

また、財産形成促進事業に関するホーム

ページのアクセス件数について、毎年度 20

万件以上を目指す。 

 

 

 

② 中小企業に対する制度の導入及び運営に

係る情報提供の充実を図るため、以下の取

組を行う。 

 

・行政機関等のメールマガジンを活用して、

12 万以上の登録者に財形制度の周知を図 

る。 

 

・地方公共団体等（５団体以上）を通じて

事業所にリーフレット等を送付する。 

 

・事業主団体と連携をとり、個別事業所に

 

 

 

 

「見直し内容」 

第１ 事務及び事業の見直し

 

２ 勤労者財産形成促進事業

⑴ 中小企業に対する情報提

供の充実 

勤労者財産形成促進制度の普

及が進んでいない中小企業

に対する制度導入を後押し

できるよう、中小企業に対す

る制度の導入及び運営に係

る情報提供の充実を図るも

のとする。 
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③ 外部委託の活用や関係機関との連携を図る

ことにより、より効果的な制度の周知、利用

の促進を図ること。 

 

 

 

 

④ 経過措置期間の助成金支給については、不正

受給防止に努め、適正に執行すること。 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

通則法第29条第２項第４号の財務内容に関する

事項は、次のとおりとする。 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

１ 累積欠損金の処理 

累積欠損金が生じている中退共事業及び林

退共事業においては、機構が平成17年10月に

策定した「累積欠損金解消計画」を必要に応

じて見直しつつ、同計画に沿った着実な累積

欠損金の解消を図ること。 

 

 

 

 

２ 健全な資産運用等 

 

 

 

 

 

 

資産運用について、その健全性を確保する

ため、第三者による外部評価を徹底し、評価

結果を事後の資産運用に反映させること。 

また、経済情勢の変動に迅速に対応できる

よう、資産運用の結果その他の財務状況につ

いて、常時最新の情報を把握すること。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 外部委託の活用や関係機関との連携を図り

ながら、各種広報媒体を活用するなど、あら

ゆる機会を捉えて、より効果的な制度の周知、

利用の促進を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

通則法第29条第２項第４号の財務内容に関する

事項は、次のとおりとする。 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

１ 累積欠損金の処理 

累積欠損金が生じている中退共事業及び林

退共事業においては、厚生労働省における付

加退職金の仕組みや予定運用利回りの変更に

ついての検討結果を踏まえ、機構が平成17年

10月に策定した「累積欠損金解消計画」の必

要な見直しを行い、同計画に沿った着実な累

積欠損金の解消を図ること。 

    

 

２ 健全な資産運用等 

・ 各退職金共済事業の資産運用については、

外部の専門家からの助言を受け、資産運用の

目標、基本ポートフォリオ等を定めた「資産

運用の基本方針」に基づき、安全かつ効率を

基本として実施すること。 

 

・ 資産運用について、その健全性を確保する

ため、第三者による外部評価を徹底し、評価

結果を事後の資産運用に反映させること。 

また、経済情勢の変動に迅速に対応できる

よう、資産運用の結果その他の財務状況につ

いて、常時最新の情報を把握すること。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 外部委託の活用や関係機関との連携を図

ることにより、より効果的な制度の周知、

利用の促進を図る。 

また、関係機関による周知を実施するた

め、リーフレットを毎年度５，０００カ所

以上に送付することを目指す。 

 

④ 経過措置期間の助成金支給については、

不正受給防止に努め、適正に執行する。 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

 

 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

１ 累積欠損金の処理 

累積欠損金が生じている中退共事業及び林

退共事業においては、以下の観点から、機構

が平成 17年 10 月に策定した「累積欠損金解

消計画」を必要に応じて見直しつつ、同計画

に沿った着実な累積欠損金の解消を図る。 

① 健全な資産運用及び積極的な加入促進に

よる収益の改善 

② 事務の効率化等による経費節減 

 

２ 健全な資産運用等 

① 各退職金共済事業の資産運用について

は、資産運用の目標、基本ポートフォリオ

等を定めた「資産運用の基本方針」に基づ

き、安全かつ効率を基本として実施する。

 

 

② 各退職金共済事業の資産運用の実績を的

確に評価し、健全な資産運用を実施するた

め、外部の専門家から運用の基本方針に沿

った資産運用が行われているかを中心に運

用実績の評価を受け、評価結果を事後の資

産運用に反映させる。 

 

直接アプローチするなどにより財形制度

の普及促進事業を行う。 

 

・企業向け情報誌（５以上の情報誌）にお

いて、財形制度の周知広報を図る。 

 

③ 外部委託の活用や関係機関との連携を図

ることにより、より効果的な制度の周知、

利用の促進を図る。 

また、関係機関による周知を実施するた

め、リーフレットを毎年度 6,000 か所以上

に送付することを目指す。 

 

 

 

 

３ 勤労者財産形成システムの再構築 

レガシーシステムにより運用している勤労者

財産形成システムの刷新を行い、オープンソー

スソフトウェアの活用による効率的な運用を行

うためにシステムの再構築を図る。 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

 

 

 

Ⅰ 退職金共済事業 

１ 累積欠損金の処理 

累積欠損金が生じている中退共事業及び林

退共事業においては、厚生労働省における付

加退職金の仕組みや予定運用利回りの変更に

ついての検討結果を踏まえ、機構が平成 17

年 10 月に策定した「累積欠損金解消計画」の

必要な見直しを行い、同計画に沿った着実な

累積欠損金の解消を図る。 

 

 

２ 健全な資産運用等 

① 各退職金共済事業の資産運用について

は、外部の専門家からの助言を受け、資産

運用の目標、基本ポートフォリオ等を定め

た「資産運用の基本方針」に基づき、安全

かつ効率を基本として実施する。 

 

② 各退職金共済事業の資産運用の実績を的

確に評価し、健全な資産運用を実施するた

め、外部の専門家から運用の基本方針に沿

った資産運用が行われているかを中心に運

用実績の評価を受け、評価結果を事後の資

産運用に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第１ 事務及び事業の見直し

１退職金共済事業 

⑶ 財務内容の改善に向け

た取組 

ア 累積欠損金の確実な解

消 

（前略）厚生労働省における

付加退職金の仕組みや予定運

用利回りの変更についての検

討結果を踏まえ、累積欠損金

の早期解消に向けて「累積欠

損金解消計画」の必要な見直

しを行い、着実に累積欠損金

の解消を図るものとする。 

 

イ 健全な資産運用の実施 

市場環境の変化を踏まえ、引

き続き安全かつ効率的な資産

運用に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第１ 事務及び事業の見直し

２勤労者財産形成促進事業 

⑵ 自立した財政運営の実施

財形勘定に対する運営費交付

金の平成 25 年度からの廃止

に伴い、自立的な財政規律の

下、安定的かつ効率的な財政

運営を実施するものとする。
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Ⅱ 財産形成促進事業 

財形融資業務については、中期目標期間の最

終年度までに累積欠損の解消を目指すこと。 

このため、収益改善及び業務経費の削減等に

関する「財形勘定収支改善等計画」を策定し、

当該計画を着実に実行するとともに、適切な債

権管理に努めること。 

 

 

 

Ⅲ 雇用促進融資事業 

雇用促進融資については、債権管理を適切に

行い、リスク管理債権（貸倒懸念債権及び破産更

正債権等）の処理を進めるとともに、財政投融資

への着実な償還を行うこと。 

 

 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

（１）保有する資産について 

機構が保有する資産については、国の資産

債務改革の趣旨を踏まえ、以下の措置を講ず

ること。 

 

① 退職金機構ビル及び同別館について

は、現在地に所在することが必要不可欠

かどうかについて十分吟味し、移転の可

能性等について、保有と賃貸のコスト比

較による経済合理性及び投資不動産とし

てのメリット等を考慮の上、早急に検討

を行うこと。 

 

② 松戸宿舎及び越谷宿舎については、建

物調査の結果も踏まえつつ、早期に売却

等の方向で検討を行うこと。 

 

 

（２）退職金共済事業と財産形成促進事業の連携

について 

退職金共済事業と財産形成促進事業につい

て、事務の効率化を図りつつ両事業の利用を

促進するため、普及促進における両事業の連

携を図ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 財産形成促進事業 

財形融資業務については、平成25年度からの

運営費交付金の廃止を踏まえ、自立的な財政規

律の下、安定的かつ効率的な財政運営を実施す

ること。 

 

 

 

 

 

Ⅲ 雇用促進融資事業 

雇用促進融資については、債権管理を適切に

行い、リスク管理債権（貸倒懸念債権及び破産更

正債権等）の処理を進めるとともに、財政投融資

への着実な償還を行うこと。 

 

 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 退職金共済事業と財産形成促進事業との連携

 

退職金共済事業と財産形成促進事業につい

て、事務の効率化を図りつつ両事業の利用を促

進するため、それぞれの広報機会を相互に活用

する等により、普及促進における両事業の連携

を図ることとする。 

③ 各退職金共済事業の資産運用結果その他

の財務状況について、常時最新の情報の把

握をし、経済・金利情勢に対応して各退職

金共済事業の予定運用利回り改定の必要性

に関する判断が可能となるよう、適宜、厚

生労働省に提供する。 

 

Ⅱ 財産形成促進事業 

財形融資については、効果的な普及啓発活動

により貸付額の確保を図りつつ適正な貸付金利

の設定等により中期目標期間の最終年度までに

累積欠損の解消を目指す。 

このため、収益改善及び業務経費の削減等に

関する「財形勘定収支改善等計画」を策定し、

当該計画を着実に実行するとともに、金融機関

等を通じ債権の適切な管理に努める。 

 

Ⅲ 雇用促進融資事業 

雇用促進融資については、金融機関等を通じ

債権管理を適切に行うとともに、リスク管理債

権（貸倒懸念債権及び破産更生債権等）につい

ては、必要に応じて法的措置を講じること等に

より、債権の回収・処理に努め、償還計画どお

り、財政投融資への着実な償還を行う。 

 

第４ その他業務運営に関する事項 

(１) 保有する資産について 

機構が保有する資産については、国の資産

債務改革の趣旨を踏まえ、以下の措置を講ず

るものとする。 

 

① 退職金機構ビル及び同別館については、

現在地に所在することが必要不可欠かどう

かについて十分吟味し、移転の可能性等に

ついて、中期目標期間中に、保有と賃貸の

コスト比較による経済合理性及び投資不動

産としてのメリット等を考慮の上、早急に

検討を行う。 

  

② 松戸宿舎及び越谷宿舎については、建物

調査の結果も踏まえつつ、中期目標期間中

のできるだけ早期に売却等の方向で検討す

る。 

 

（２）退職金共済事業と財産形成促進事業の連携

について 

 

 

 

 

退職金共済事業と財産形成促進事業の広報

③ 各退職金共済事業の資産運用結果その他

の財務状況について、常時最新の情報の把

握をし、経済・金利情勢に対応して各退職

金共済事業の予定運用利回り改定の必要性

に関する判断が可能となるよう、適宜、厚

生労働省に提供する。 

 

Ⅱ 財産形成促進事業 

財形融資については、平成 25 年度からの運営

費交付金の廃止を踏まえ、自立的な財政規律の

下、安定的かつ効率的な財政運営を実施する。 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 雇用促進融資事業 

雇用促進融資については、金融機関等を通じ

債権管理を適切に行うとともに、リスク管理債

権（貸倒懸念債権及び破産更生債権等）につい

ては、必要に応じて法的措置を講じること等に

より、債権の回収・処理に努め、償還計画どお

り、財政投融資への着実な償還を行う。 

 

第４ その他業務運営に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 退職金共済事業と財産形成促進事業の連携に

ついて 

退職金共済事業と財産形成促進事業の連携に

ついては、以下の取組を行うほか、更なる連携

について検討・実施する。 

 

①  退職金共済事業と財産形成促進事業の広

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「見直し内容」 

第２ 業務全般に関する見直

し 

６ 災害時における事業継続

性を強化するため、システム

の機能停止やデータ破損等に

備えた対策を検討・実施する
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 ２ 災害時における事業継続性の強化 

   災害時における事業継続性を強化するため、

システムの機能停止やデータ破損等に備えた対

策を検討・実施すること。 

   

媒体を相互に活用するほか、両事業の関係機

関等に対し、連携して制度の周知等を実施す

るなど効率的な広報活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

① 機構総括 別紙－ １のとおり 

② 中退共事業等勘定 別紙－ ２のとおり 

③ 建退共事業等勘定 別紙－ ３のとおり 

④ 清退共事業等勘定 別紙－ ４のとおり 

⑤ 林退共事業等勘定 別紙－ ５のとおり 

⑥ 財形勘定 別紙－ ６のとおり 

⑦ 雇用促進融資勘定 別紙－ ７のとおり 

 

２ 収支計画 

① 機構総括 別紙－ ８のとおり 

② 中退共事業等勘定 別紙－ ９のとおり 

③ 建退共事業等勘定 別紙－１０のとおり 

④ 清退共事業等勘定 別紙－１１のとおり 

⑤ 林退共事業等勘定 別紙－１２のとおり 

⑥ 財形勘定 別紙－１３のとおり 

⑦ 雇用促進融資勘定 別紙－１４のとおり 

 

３ 資金計画 

① 機構総括 別紙－１５のとおり 

② 中退共事業等勘定 別紙－１６のとおり 

③ 建退共事業等勘定 別紙－１７のとおり 

④ 清退共事業等勘定 別紙－１８のとおり 

⑤ 林退共事業等勘定 別紙－１９のとおり 

⑥ 財形勘定 別紙－２０のとおり 

⑦ 雇用促進融資勘定 別紙－２１のとおり 

 

第６ 短期借入金の限度額 

１ 資金不足に対応するための短期借入金 

（１） 限度額 

報媒体を相互に活用するほか、両事業の関係

機関等に対し、連携して制度の周知等を実施

するなど効率的な広報活動を行う。 

②  中退共事業の既加入事業主のうち一定規

模以上の事業主に対して財産形成促進事業

の資料を毎年度 3,000 件以上送付する。 

③  中小企業事業主に対して中退共事業と財

産形成促進事業の資料を毎年度 1,000 件以

上送付する。 

④  中退共事業の未加入事業主を対象とした

説明会等において財産形成促進事業の資料

を配付する。 

 

 ２ 災害時における事業継続性の強化 

災害時における事業継続性を強化するため、

システムの機能停止やデータ破損等に備えた対

策を検討・実施する。 

 

 

 

第５ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

① 機構総括 別紙－ １のとおり 

② 中退共事業等勘定 別紙－ ２のとおり 

③ 建退共事業等勘定 別紙－ ３のとおり 

④ 清退共事業等勘定 別紙－ ４のとおり 

⑤ 林退共事業等勘定 別紙－ ５のとおり 

⑥ 財形勘定 別紙－ ６のとおり 

⑦ 雇用促進融資勘定 別紙－ ７のとおり 

 

２ 収支計画 

① 機構総括 別紙－ ８のとおり 

② 中退共事業等勘定 別紙－ ９のとおり 

③ 建退共事業等勘定 別紙－１０のとおり 

④ 清退共事業等勘定 別紙－１１のとおり 

⑤ 林退共事業等勘定 別紙－１２のとおり 

⑥ 財形勘定 別紙－１３のとおり 

⑦ 雇用促進融資勘定 別紙－１４のとおり 

 

３ 資金計画 

① 機構総括 別紙－１５のとおり 

② 中退共事業等勘定 別紙－１６のとおり 

③ 建退共事業等勘定 別紙－１７のとおり 

④ 清退共事業等勘定 別紙－１８のとおり 

⑤ 林退共事業等勘定 別紙－１９のとおり 

⑥ 財形勘定 別紙－２０のとおり 

⑦ 雇用促進融資勘定 別紙－２１のとおり 

 

第６ 短期借入金の限度額 

 

１  限度額 

ものとする。 
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① 中退共事業においては ２０億円 

② 建退共事業においては ２０億円 

③ 清退共事業においては １億円 

④ 林退共事業においては ３億円 

⑤ 財形融資事業においては ２億円 

⑥ 雇用促進融資事業においては ０.２億円

 

（２） 想定される理由 

① 予定していた掛金等収入額の不足によ

り、一時的に退職金等支払資金の支出超過

が見込まれる場合に、支払いの遅延を回避

するため。 

 

 

② 運営費交付金の受入の遅延等による資金

不足に対応するため。 

③ 予定外の役職員等の退職者の発生に伴う

退職手当の支給等の出費に対応するため。

 

２ 財産形成促進事業において資金繰り上発生す

る資金の不足への対応 

限度額 ４ ２ ８ 億円 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようと

するときは、その計画 

川越職員宿舎土地を中期目標期間中に速やか

に処分を行う。 

 

第８ 剰余金の使途 

なし 

 

第９ 職員の人事に関する計画 

方針 

① 職員の採用に当たっては、資質の高い人材

をより広く求める。 

② 職員の資質向上を図るため、専門的、実務

的な研修等を実施する。 

③ 多様なポストを経験させるための機構内の

人事異動を積極的に実施する。 

 

 

第１０ 積立金の処分に関する事項 

前期中期目標期間繰越積立金は、一般の中退

共事業等勘定、特定業種のそれぞれの退職金共

済事業等勘定及び雇用促進融資勘定の勘定ごと

に次に掲げる業務に充てることとする。 

 

① 退職金共済契約または特定業種退職金共済

契約に係る中小企業退職金共済事業 

② 前記①の業務に附帯する業務 

 

① 中退共事業においては 20 億円 

② 建退共事業においては 20 億円 

③ 清退共事業においては １億円 

④ 林退共事業においては ３億円 

⑤ 財形融資事業においては 600 億円 

⑥ 雇用促進融資事業においては 0.1 億円 

 

２  想定される理由 

① 予定していた掛金等収入額の不足によ

り、一時的に退職金等支払資金の支出超過

が見込まれる場合に、支払いの遅延を回避

するため。 

② 財産形成促進事業において資金繰り上発

生する資金不足への対応のため 

③ 運営費交付金の受入の遅延等による資金

不足に対応するため。 

④ 予定外の役職員等の退職者の発生に伴う

退職手当の支給等の出費に対応するため。

 

 

 

 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようと

するときは、その計画 

なし 

 

 

第８ 剰余金の使途 

なし 

 

第９ 職員の人事に関する計画 

方針 

① 職員の採用に当たっては、資質の高い人材

をより広く求める。 

② 職員の資質向上を図るため、専門的、実務

的な研修等を実施する。 

③ 多様なポストを経験させるための機構内の

人事異動を積極的に実施する。 

 

 

第１０ 積立金の処分に関する事項 

前期中期目標期間繰越積立金は、一般の中退

共事業等勘定、特定業種のそれぞれの退職金共

済事業等勘定、財形勘定及び雇用促進融資勘定

の勘定ごとに次に掲げる業務に充てることとす

る。 

① 退職金共済契約または特定業種退職金共済

契約に係る中小企業退職金共済事業 

② 前記①の業務に附帯する業務 

③ 財産形成促進事業 
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③ 雇用促進融資事業 

 

（別紙１～２１）（略） 

 

④ 雇用促進融資事業 

 

（別紙１～２１）（略） 

 

 


